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この事業 は、競輪の補助金 を受 けて実施 した ものです。
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まえがき

「わが 国が行 う研 究 開発 のあ り方に関す る調査研究」 では、 これ まで は 「わ が国の

研 究開発 の仕組 み ・制度 のあ り方」の調 査研 究 を主 に行 ってきた。 昨年 度 よ り、 この

調査研 究 に加 え 「情報先進 国の情報化政 策 と技術 開発動 向、お よびわが国 の情 報技術

開発 の重 点分野選択指針」 についての調 査研 究 を開始 した。 これ は、今 後 、わが国が

情報技術 の どの分野 への研 究開発 投資を重点的 に行 うべ きかを選択す る指針 とその候

補 を提言す るこ とを意 図 してい る。

「わが国の仕組み ・制度 の あ り方」 につ いての調査研 究は、わが国の これ までの、

国の情報 技術 開発投 資や 情報産業の育成 振興投資 が十分 な効果 をあげてお らず 、 さら

に、わが国の情報技術 開発 力や情報産業の 国際競争力 が、米欧 はおろか アジアの情報

先進 国 と比べ て も低 下傾 向にあ るのではな いか とい う危惧 を前提 としてい る。

この調 査研究 の第 一の 目的 は、 この投資効率 を悪 く してい る研 究開発 の仕 組 み ・制

度上 の問題 点 を明 らか とす るこ とである。 この調査研 究では、主に米 国の連 邦政府 の

実施す る情報技術 開発や その成果 の商 品化 と市場創成 の仕組み ・制度 を綿密 に調査 し、

その調 査結果 とわが国の仕組み ・制度の現状 を比較 して、問題 点の明確 化 とそ の発生

要 因の分析、 さらに改善策の提言 を行 って きた。

この調査研 究は、平成8年 度 よ り本格的 に開始 し、今 年度 の調 査研 究結 果 では、そ

の発 生要因 の主要な もの として、仕組み 、お よび制度 のそれ ぞれ につい て次の よ うな

事項 を指摘 してい る。

仕組 み に関 しては 、わが国の、国が行 う情報 技術開発 の国家的 ビジ ョンや政 策の策

定、お よび研 究開発 にお ける重点投資分野選択 な どの重 要事項 の決定 を行 う際 に、現

役 の学界や産 業界の専 門家 の参画 が不十分 であ るこ とや 、米国では大学や 国研 が研 究

開発 の基礎的 段階(上 流段階)か ら実用化段 階(下 流段 階)ま で を分厚 い研 究者 の コ

ミュニテ ィに よ りカバー し、産業 のシー ズ とな る技術 を豊富に生み出 してい るの に対

して、 わが国の対応 す る研 究 コミュニテ ィは きわ めて弱体で あるこ とな どを指 摘 して

い る。

制度 に関 しては、 わが国の会計制度や公 務員制度 な どの法 ・制度 が、情報 技術 の も

た らす急速 な変革 につ いてゆけず制度疲 労を起 こ し、研 究開発 の迅速 な進 捗 を妨 げる

方向 に働 き、 これが競争力強化 の大きな阻害要因 とな ってい るこ とを指摘 してい る。

具体的事例 と して 、国の研 究開発 予算に算入 でき る費 目、特 に人件 費 に関す る規制

が きび しく、情報技術 の研 究開発 の現場 におい て必要 な研究者や研 究支援 ス タ ッフを

集 めた研究 チー ムの編成 ができない ことが大学や 国研 の空洞化 を招 いてい る こ と、米



国が、研究 開発 の計画期 間にわた る通年度 会計や複数省 庁か ら得 た予算 の合 算使用 を

認 めてい るのに対 し、わが国は、単年度会 計で あ り、予算の合算使 用 も認 めてお らず

研 究開発成果 も分割 して納入 す るこ とを求 め るな ど、事務処理負担 を きわめて重い も

の と してい る点 を指摘 している。

第1編 では、日米 比較 の視 点か ら、この よ うな要因 によ り研究 開発 の現場 にお いて、

どの よ うな問題 が発生 しているかを述べて いる。

「情報先進国の情報化政策と技術開発動向、およびわが国の情報技術開発の重点分

野選択指針」についての調査研究では、平成10年 度に引き続き、米欧など情報先進国

が掲げている情報技術とその活用に関するビジョンや政策、対応する研究開発戦略や

計画にっいての調査を行っている。競争相手と想定される諸国が当初掲げたビジョン

や技術開発計画がその後どうなったのかを把握しておくことは、これからわが国の情

報技術開発のビジョン策定や重点投資分野の選択を行 う上で重要な前提条件となる。

また 、情報技術 開発 にお ける、国 の重 点投資分野 の選択 におい ては、情 報技術革命

の進行 に伴 う分野 の拡大 と、その情報 技術 革命後 のマ クロな地図(ポ ス トIT革 命 情

報技術領域分類 マ ップ)を 予測す るこ とが 目標 で ある。従 来の情 報技術 の領域 分類 の

1つ は、 「材 料 一ハー ドウエア ーソフ トウエアー応用 」 とい うよ うな もので あった。 し

か し、イ ンターネ ッ トや その上 の新 しい応用 開拓 が急速 に進行 中であ り、 ソフ トウェ

ア、お よび応用 の領域 の拡大 は、その他の領域 に比べ著 しい。

今年度 の調査研 究 では、情報技術 開発の重点投 資分野選択 の第 一段階 と して、 この

ポス トIT革 命 のマ ク ロな領域分類 と して、 「プ ラ ッ トフォー ム ー コンテ ンツ ー ユ

ーザイ ンタフェース」 とい う図式 の提案 を行 い
、 この 中で従来の研 究開発 分野 の分類

を試み た。 その分類 による と、従来 の研 究開発 はプ ラ ッ トフォー ム領域 に集 中 してい

る。一方 、 コンテ ンツやユーザイ ンタ フェース領域 は、広範な応用分 野の展開や 、家

庭 にお ける老若 男女や ハ ンデ ィキャ ンプのあ る人 な どの情報 端末利用 に よるユー ザ層

の拡大が予測 され 、研 究開発 の フロンテ ィア とな る ことが明確 に認 識 できる。

第ll編 では、重 点投 資分野の選択指針 と して、 これ ら領域に注 目す べ きこ とを提 言

してい る。
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第1編 要旨:

わが国の情報技術研究開発の仕組み ・制度のあり方

1調 査研究の背景

ここでは、情報 技術の研究 開発 にお ける 「わが国の仕 組み ・制度の あ り方 」の調査

研究 につ いて述 べ る。 これ まで本調査研究 は、情報革命 の先頭 を走 る米国 の情報 技術

開発の仕組み ・制 度 と、 わが国のそれ を比較 し、わが国の制度 ・仕組 み の抱 える問題

点 を指摘 し、その改善策 を提言 してきた。今年度 は、研 究開発の基礎研 究段 階(上 流

段階)か ら、実用化段階(下 流段 階)に 注 目した調査 を行 った。

これ らの段 階 は、米 国においては大学や 国研 が 中心的役割 を演 じてお り、産業 のシ

ーズ とな る新 技術 を豊 富に生み出 してい る。 米国の大学 に所属す る情報技術 関連分野

の研 究者 は約1600人 といわれ 、 さらに、700の 国研 に雇用 されて いる研 究者 が8-10

万人いて、その20-30%が 情報技術 関連研究 に従事 してい るといわれ てい る。

人員構成 についてみ る と、大学(主 に州立大学)、 国研 ともに、公務員 で ある研 究者

数 は少 な く、多 くが連邦政府 予算で雇用 されたス タ ッフか ら成 る。研 究 リーダは、 ほ

ぼ 自由に人 を雇用で きるた め、大学院生や ボス ドクな どを主力 に、研究者数 の2-3倍

の支援 ス タ ッフを有す る研 究チー ムを組織 し、実用 レベル の試作 システ ム を作 り、商

品化 を展望 した評価 を実施 す るこ とがで きる。 また、学生 も実用 レベル の物 作 りの機

会 に恵まれ、即戦力 とな る能力 を習得で き、研 究成果 の商 品化 を 目指 して起業す る研

究者 も輩 出す る。

一方
、日本 の大学には教育 の義務のない研 究専門職 はほ とん どお らず 、国研 も99箇

所 あるものの 、情報 技術 関連 の研 究者数 は150人 程度 と推 定 され る。そ の人員 構成 を

み て も、公務員 の定員削減 の しわ寄せ を受 け、大学 、国研 ともに、研 究開発 を支援 す

る技術 、お よび事務 スタ ッフが極 度に不足 し、国研 において は、主任研 究員 、大学 に

お いては、教授 や助教授 な どの組 織の幹 とな るス タ ッフのみ が残 り、枝葉 とな る支援

スタ ッフが消 えた丸裸状態 にあ る。

従 って、研 究開発 の内容 も論文 中心 とな らざるを得ず 、先 端的な ソフ トウェアや ハ

ー ドウェア試 作は 困難 な状 況にあ る。 近年 の大学院 の拡充 も定員増 が困難 な こ とか ら

助 手や講師 な どの定員 を、大学院 の教授 な どに振 り替 えたため、実際に ソフ トウェア

な どを作成 で きる若 い研 究者 数が減少 した上に 、大学院博 士課 程に進 学 して も、その

先 の進 路が狭 め られ た こ とか ら、博士課程へ進学す る学生が減少 し、 ます ます 実働 部

隊が減少 し、 ジ リ貧傾 向が深刻化 してい る。
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わが国の大学、国研 は、この20年 にわ た り、この よ うな空洞化が進行 してお り、一

部の例外的な研究者 を除 き、産業 の シーズ とな るよ うな情 報技術 も即戦 力 とな る学生

も生 まれ難い状態 とな ってい る。 国研 も同様 の問題 を抱 え、産業 のシー ズ とな るよ う

な技術が生 まれ る可能性 は少 ない。い く ら産学協 同研究や産官協 同研 究が叫ばれて も、

研 究開発 の現場 では、人不足 が深刻 で、研 究予算 が増加 して も消化不 良の状態 となっ

てい る。 また、企業 も、産学 、産官 の協同研 究か ら産 業の シー ズ とな る技 術 を得 るこ

とについて多 くを期待 してお らず 、大学 を学生 の供給源 として しか見ていないのが実

状で ある。

わが国全体としての情報技術開発の仕組みを米国と比較すると、上記のような基礎

研究段階から、産業のシーズとなる技術を生む実用化段階までを担 う大学、国研の格

差が大きな問題であることがわかる。

従来、わが国 の企業は基礎研や 中研 を持 ち、基礎 的、 または中長期 的研 究 開発 を実

施 し、 自前で産業 のシー ズ技術 を生み 出 してきた。 また、情報革命以前 は、デバイ ス

やハー ドウェア製 品の比率が 高 く、 この よ うな製 品は研 究開発段階 に続 く製造段階 を

必要 とした。日本企業は、優 秀 なブルー カラーに よるチー ム ワー クを生 か し、高品質、

かっ大量生産 による性能価格 比の高い製造技術 を武器 と して 、国際競争 を勝 ち抜 くこ

とが できた。

しか し、 ソフ トウェアや コンテ ンツが 、製 品の主体 となる情報技術 におい ては、研

究開発の成果が、そのまま製 品 と化 し、販 売 さえもイ ンターネ ッ ト上 で可能 となった。

この結果、わが 国の競争力 の源 であ った製造技術 の優位性 が競争力強化 に直結 しない

状況 とな った。

その一方 で、イ ンターネ ッ トに よる電子 商取引な どの実現 に よ り、市場の規模 が全

世界 に拡大 し、競争が激化 した結 果、各企業 は、世界 レベル の競争 に勝 て る技術 を残

し、それ以外 は捨 て去 る とい う生存 を賭 けた経 営戦略の転換 を行 わ ざるを得 ない環境

におかれ るこ ととなった。 このため、基礎的 、かっ、中長期的研 究テーマの よ うな収

率の悪い"事 業"は ア ウ トソーシ ングせ ざるを得 ない状 況が生 じた。

実際、競争相手で ある米 国企 業は、 この よ うなテーマの研 究開発 は、大学や 国研 に

ア ウ トソー シング してい る。 さらに、そ のよ うな基礎 的、 中長期 的研 究テーマ の上流

段 階は、連邦政府予算 によ り、大学や国研 が担 ってお り、企業 は、その成 果 を下流 で

待 ち構 えて いて、産学協 同研 究の実施 による技術移転や 、大学 の研 究者 が起業 した企

業 を買収(M&A)し て、産業の シーズ を得 る とい う、 日本企 業 と比べ はるかに有利 な立

場 を確保 してい る。

一4一



第1編 要旨

上記 の よ うに、研 究開発 の仕組 み ・制度 を 日米比較 の視点 か ら見 る と、産 業の シー

ズを生み 出す基礎的 、または、中長期 的研究テーマ を実施 し、産業 の シー ズを生み出

す強力 な大学や国研 を持つ米 国企 業に比べ 、弱体 な大学、国研 しか持 た ない 日本企 業

は、国際競争力の面 できわめて不利 な状況 におかれてい る と言 える。
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2.企 業の 目か ら見 たわ が国の大学、国研

今年度 の調査研 究で は、わが国の この よ うな仕組 み ・制度上 の欠 陥に対 して、国、

お よび企業は如何 に対処 して行 くべ きか、その方策 を見出す こ とを 目指 した。 す なわ

ち、大学や 国研 に どのよ うな改革を望むか、 さらに、 当面、産業 のシーズ とな る技術

を如何に入手す るのか 、 とい った問題 に取 り組む ことと した。 このため 「わが国企 業

は、産業の技術 シー ズを どこに求め るのか?」 とい う調査課題 を設 定 して、企業や 大

学の有識者 の ヒヤ リン グを行 った。 これ らの調査結 果の概要 を下記 に述 べ る。

2.1企 業側 の大学や国研 に対す る現状認識

ヒヤ リングな どの調 査の結果、企業 は、わが国の大学や 国研 について、従来 とあま

り変 わ らない、次 の よ うな考 え方 を してい る ことがわか った。

1)業 は、大学が産業の シーズ となるよ うな技術 を生 み出 し、企業へ提供 して くれ

るこ とを現状 では期待 してい ない こ と。(従 来 も、情報 技術 に関 して は同様)

2)研 究者の絶対数 が不足 してお り、その研 究環境や諸設備 も企業 が望 む レベル の

研究 開発 を実施す るに は不十分 であ るこ と。 大学 が、 これ らの問題 を解決 し、

企業 に とって魅 力あ る成果 を出せ る レベルに到達す るまでには、長 い時間がか

かるであろ うこ と。

3)多 くの大学 では、人手 不足 、研究設備 の貧弱 さ、研 究予算 不足 な どの理 由もあ

って、論文重視 に偏 った評価 システ ムがで きあがって いる。 この よ うな環境で

育 った研 究者 が産業の シーズ とな る実用的技術開発 を行 うには、かな りの意識

改革 が必 要であ るこ と。

4)企 業 は大学の早急 な改革に対 しては悲観的 ではある ものの、情 報革命 の荒波 を

乗 り切 るためには、教 育 とともに研 究開発能 力 も強化 し、これ らを車 の両輪 と

考 えバ ランスの とれ た体制 のへの改革 を強 く望 んでい るこ と。

5)そ の よ うな体制 は、即戦力 の学生 を生 み出す こ とにな るため、企業 は、大学 、

国研 の強化のた めの協力 は惜 しまない こ と。

6)文 部省 は依然 として護送船団方式 を とってい るが、国立大学の独立行政法人化

は、大学 改革 のチ ャンスであ り、この機会 に大学に経営の 自主性や人事権 を与

え、企 業会計や競争原理 を導入す るこ とで改革を早 めるこ とがで き ると考 えて

い るこ と。

7)現 状 では、多 くの国立大学は、人手や予算不足のため技術移転の契約 業務や諸経

費の費用負担 も十分 できない状況にあ り、なお一層の国の投資が必要であ ること。
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2.2企 業の持 つ大学や国研への期待 と企業の抱える問題について

以下 に、企 業が大学や 国研 を どの よ うに認識 して いるか、 どの よ うな期待 をもって

い るか、 また、企 業 自身 は産業 のシー ズ とな る技術 を どの よ うに入手す るのか、企業

の抱 える研究 開発 上の問題 は何 か、な ど、いろいろ出た企業側 の意見 の うち、主だ っ

た もの を集約 して以下 に列挙す る。

1)大 学 ・国研が産業の技術シーズ供給源となる上での研究開発体制に関する問題と

提言

a)わ が 国産業の 閉塞 状況 の突破 口 としての大学 ・国研 改革

情報通信分野 の技術 革新 が もた らす急激 な環境変化 の中で、企業 は産業 の技術 シ

ーズ を社 内 自給 か らア ウ トソー シングに切 り換 える必要 に迫 られ てい る
。そ のため、

わが国 にお いて も米欧 の よ うに大学 ・国研 が初期研 究の重要な担い手 とな るこ とが

期待 され る。現状 では、 これ ら研 究機 関の研究 開発体 制の弱 さが技術 ・産 業競争 力

にお ける劣勢 の一因で あるが、その改革 は、糸 口が見えないわが国の情報通信 産業

の伸び悩み を打開す るた めの突破 口とな り得 る。

b)研 究者 の絶対数確保 と研究 の活性化

日本 の情報通信 分野は 、米 国に比べ研究者数が桁 違 いに不足 してお り、現状 では

その点だ けで も勝負 に な らない。公務員 削減の影響 に よ り、大学 ・国研 の研 究体制

は さらに弱体化 しつつ ある。 国の事業 は研究者層 の強化 も長期 的 目標 に含 めて考 え

るべ きで ある。

研 究開発予算 で柔軟 に研 究者やサ ポー ト人員 を雇用 で きる よ う、会計制度 の改善

が強 く望 まれ る。 また、大学 にお ける研究 開発の実働 部隊であ り、次世代 の技術や

産業の核 ともな る大学院生 が、質 の高 い研究 に専念 で きるよ うな資金的援助 も必要

で ある。 海外 か らも優 秀 な人材が集 まる環境 ・制度 の整備 を しなければな らない。

大学 ・国研 にお け る研 究 の活性化 には、産業 との交 流 を欠 かせない。特 に、研 究

者が大学 ・国研 での成 果 を民間に移 って製 品化 した り、逆に企業で先端 的開発 を し

た人が大学へ行 って教 えた りす るな ど、実際 に人材 が移動で きるこ とが求 め られ る。

その際、 シンクタ ンクの 、産学連携 にお ける橋渡 しと しての役割 に も注 目すべ きで

ある。

c)経 営の 改革

独 立行 政法人化や 学生数 の減少 な どの変化 は、大学 ・国研 に とって改革の好機 と

な り得 る。特 に経 営変革 が重要 であ り、教育 ・研 究 と経営の責任者 を分離す る、あ
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るいは教育 と研究 を分離 し研 究は成果主義 に基づ く報酬 とす る、な どの取 り組み が

重要 となる。そのた めには、経 営者 の任免権 等の再検討 も求 め られ る。第 三者 によ

る評価 も必要 となるだろ う。

最終的 に大学 ・国研 は、産業や 納税者 に とって価 値の見 える存在 であ り続 けなけ

れ ばな らない。大学 ・国研 を劇 的に変 えてい くには、 日本 の現状 ・風土 を踏 まえつ

つ も、 グラン ドデザイ ンを うち立て 、その下で雇 用制度や法律 の改善 を大胆 に実行

す る必要が ある。

d)価 値観 の改革

現在、産業 と大学 ・国研 とは疎遠 で ある。原 因は両者の価値観 の乖離で あ り、そ

の解消 が必要 である。

まず研 究開発にお ける時 間尺度 を、情報通信技 術の置かれ ている現 状 に合 わせ 、

近づ けなけれ ばな らない。大学 ・国研か らの、産 業への積極的 な貢献 も図 るべ きで

ある。具体的 には、実践的能力 を備 えた学生 の育成、事業化 を想 定 したテーマへ の

取 り組みや企業への提案、製品化 を 目指 した完成度 の追求 な どが必要 であ る。

求め られ る価値観 の あ り方 を、産学問の関係 について言 えば相互 の 「チ ャ レンジ

&レ ス ポンス」の精神、つ ま り近 い将来 に 目標 を置いたテーマ提言 とその創造的実

現であ り、大学 ・国研 自身 にっ いて言 えば 「役 に立つ」意義 の再認識 で あろ う。世

界 を念頭 に置いた評価指標 も重要 であ る。

TLOは 、現状での活用は少 ない ものの、大学 で産業 を意識 した研 究開発 が活発化

す る契機 として期待 され る。

e)国 の支援制度 の改革

国のプ ロジェク トにおいて技術革新 のス ピー ドに見合 った機 動的 な研 究開発 を可

能 にす るために、現場裁量権の大幅 な拡 張 と、現実 に即 した会計制 度が必要で ある。

大学 ・国研 に技術成果 を求 めるな らば、特 にもの作 りの場 合、相応 の設備 投資 も行

なわれ るべきであろ う。

国家 プ ロジェク ト一般 の問題 として、成 果 に対す る認識 の改革 も必要 であ る。従

来 は成果 として大量 の書類 提出 を求 め られて きた。米 国では、投資 の結果 、企業が

成長 して税金 の回収額 が大 き くなれ ば納税者 への利益還 元がな され る と考 える。 ま

た、成果 をオー プンなデー タ とし、 よ り多 くの活用 を図ってい る。 日本 で も同様の

発想 が必要 である。

これ らの実現の上 での共通 的障害 となってい る、官公庁 の縦 割 り ・硬 直的な体質

の改善 も望 まれ る。
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2)企 業が大学 ・国研 に期 待す る役割

f)従 来 の産 学交流

従来、企業 に とって大学 ・国研 は、大学の卒業生 を人材供 給源 と して きたのが主

な関わ りであった。 情報通信 技術、 中で もソフ トウェアは人材 への依存が 大 きいた

め、それ だけで もメ リッ トは大 きかった と言 える。 また、それ らの機 関の研 究者 か

ら、広範 な、あ るいは最新 の知識 とこれ に基 づ く提 言 も得 られ た。

しか し産業 に直結 した先端研 究は、残念 なが ら 日本 では脆弱 であ り、大学 ・国研

発 の技術 シー ズ導 入は少 ない。

g)大 学 ・国研 に期待す る役割 お よび研 究

企業は大学 ・国研 に対 して、パ ラダイム シフ トの見極 めに基づ く産業の進路 の先

導や、 メタ レベル製 造技術 開発 、 日本 か らの技術発 信 に対す る助力等 の形 で の産業

貢 献 を期待 してい る。

知的関心 を動機 とす る基礎研 究に も広 く取 り組 むべ きこ とは もちろんであ り、 コ

ス トやニー ズを無視 した研究 、長期 間を要す る研 究、将来性 の不 明な研 究な どを絶

や さない で欲 しい。 ただ し、企業 との協 同研究 には、価値観 の共有が必要 であ る。

3)産 業界が競争力強化のために取 り組むべき内部課題

h)市 場 ・情勢 の認 識

日本 の企業 には 、まだ 旧経済的 な仕組みや発想が残 ってい る。 グローバル 競合時

代 への適応 を促進 して、競争のみ な らず企業 間協力や 市場認識 な ど、すべ てにおい

て世 界 を視野 に入れ てい く必要 がある。米 国の世 界戦略に対 して、 アジア固有の経

済圏に注 目す るこ とも、そ うした捉 え方の一つで あろ う。

i)人 材 の活用

日本 の情報 通信 産業 は、優 秀 な人材 が集 ま り、育 ち、活用 され る仕組み を再構築

す る必 要があ る。 現在 は、給与体系だ けを見 て も技術者 が優 遇 され ている と言 える

状況 か らほ ど遠 い。最近 の成 果主義の動 きも、この問題 の解 決手段 としては速効 を

期待 できない。 人材 の理 工系離れが、 日本の情報通信 産業の低迷や企業 の製 造能力

低下 に関係 してい る事態 を、深刻 に捉 えて対処 しな けれ ばな らない。

人材 の流動 的な活用 の点 では、現在 は退職金制度 が大 きな足枷 とな り、 日本 の社

会が情報化 時代 の速 さに適応す る上での阻害要因 となってい る。

知的活動や技術 、 ソフ トウェアな どの価値 に関す る社会的教育 も重要で ある。
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4)当 面 の産業の技術 シーズやテー マ をどこに見 いだ すか

j)当 面 の技術 シーズ獲得 法

企業 の当面の技術 シーズ獲得 は、海 外企業 との協 同 ・協調や 技術導入 な どの グロ

ーバル協 同が基本 にな る
。要求 の大 きい領 域 には人材 もシーズ も育つ か ら、そ こに

着 目して双方 を取 り込 むのが効率 的で ある。 米 国を主 とす る海外技術 の追撃 と並行

して、 日本や アジア固有の文化 ・価 値観 ・ニー ズを活かす等、柔軟 な発想 に基 づ く

テーマ も探 られ るべ きであ ろ う。

k)国 に期待 す る視点 と役 割

今 日の情報通信分 野の研 究 開発 では、大 きい装置 ・高度な技術 よ りも、社会 的 ・

文化的 な影響 の大き さに関心 が向か っている。 また、平準化 され た共通意 見 よ りも

個人 の発想 の重要性 が増 してい る。 国 の支援 にお いて も、これ らの特質 が考慮 され

なけれ ばな らない。 た だ し産業競 争力や技術力 の建て直 しには、明確 な ビジ ョンを

示 し、 これ を強力 に推進す るこ とが必要で ある。

具体 的なテーマ と しては 「ユ ビキタス ・コン ピューテ ィング」等 が重要 な候 補 に

な るが、テーマで縛 らず に、優 秀な研究者 に 自由に基礎研究 させ る考 え方 も必要 だ

ろ う。 企業は、直近のテ ーマには 自ら取 り組 んでい るので、それ らと競合 しな い計

画 を国に望む。 その よ うな観 点か らは、国のプ ロジェク トで取 り上 げて欲 しいテー

マ として、5～10年 先 を見 た基礎研 究、高速 ネ ッ トワー クや研 究機 関のサーバ等 の

基盤整備 、遠隔医療 等 の受 益者 は多 いが薄利 の システ ム、国の文化 の保護 、 な どを

挙げ るこ とがで きる。

企 業が グローバル に活動 してい く上 での支援 、た とえば 日本発 の標 準化 に 向けた

活動の支援、留学生の受 け入れの促進 、国際的な産学協 同研 究の場 の供給 な ども、

国が担 うべ き重要な役割 であ る。
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3.研 究開発の発展 を阻害する会計制度などの法 ・制度上の問題点

わが国の大学や国研 の研 究開発 能力 の相対的 な弱体化 の元凶 は、国の研 究開発投資

の不足 とともに、そ の仕組み ・制 度面 にも問題 があ るこ とが考 え られた。

情報革命 の時代 に入 り、研 究開発 の現場 では、そ の優劣 が優 秀 な頭脳 を持 つ人材 の

多少 に よ り決定す る。 また、研 究の進捗のス ピー ドも大幅 にア ップ している。 このよ

うな物 作 り中心か ら、頭脳 労働 中心への変化、 また、アイデ アや新技術 の陳腐化 の短

期化 に対 して、会計制度や公務 員制度 な ど、法 ・制度が追 随で きないで いる ことが考

え られ たわ けで ある。

この明確 化 を意図 して、国の研 究 開発 プ ロジェク ト実施 の仕 組み ・制度 を、研 究 目

標 の変更やそのチー ム編成 な どの実施権限の研 究 リー ダへ の移 管や 、予算 の使途変更

や費 目間流用 な ど予算 の執行権 限や成果の利用の権利関係 な どに注 目して 、調査す る

ことと した。

このため、米 国の連邦政府 予算で実施す る研 究開発計画(プ ログラム)に お け る運

営 の仕組 みや会計制度 な どの法 ・制度 について、実際に採択 され たプ ロジェク トを対

象 として調 査 し、わが国の仕組 み ・制度 と比較 した。

比較 結果 は、 日米 の研 究開発 の仕組み ・制度 に関 して 、その運営方法や諸手続 き、

予算 の実施権 限、会計制度 、成果 の管理制度 な ど多 くの点 で、米国の仕 組み ・制度 が、

日本 のそれ らに比べ合理 的、かつ実質的であ り、 さ らに 日々進化 してい るこ とがわか

り、研 究開発 の実施上 で、大 きな 日米格 差が生 じてい るこ とが 明 らか となった。

ここでは大 きな影響 を及 ぼす差異 につ いて、研究開発の仕組 み上の問題点 と、法律

を含 む制度 上の問題点 に分 けて、以下に示す。

1)組 み 上の問題点

a)国 全体 の情報 技術研 究開発 の将来 ビジ ョンや戦略 がない。

米国:現 役 の学界や 産業界の代表 か らなる大統領 直属の諮 問委員会や 、省 庁間

の研 究開発 を横 断的 に統合 ・評価す るOSTP、NSTPな どがあ り、時代 を

先 取 りした ビジ ョンや戦略を指示 し、それが政策 とな って迅 速に実行 さ

れ る。

(特 に、諮 問委員 会 は強力 で実効 ある提 言 を行 って きた。 古 くはヤ ン

グ ・レポー ト、最近 ではPITACレ ポー トが有名)
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日本:科 学技術会議や学術会議 、首相 直属 の諮問委員会 な どがあ るが、 メンバ

ーの多 くが情報技術 開発 に携 わ る現役専 門家 ではな く
、関係省 庁の利害

対立 を超越 し、時代 を先取 りした ビジ ョンや戦略 を打 ち出せ ず、実質的

に機能 していない。(メンバーの若返 りと産業界や学界 の第一線 で活躍す

る現役 の登用 が必 要)

米国における情報産業の技術開発

米国の科学技術政策の策定と省庁横断的実施機構

匝 コ
1 OMB r 工

1
＼

/ OSTP

議会

・

プ
` 弓 NSτC ト → PCASTl

OMB:行 政 管理予算局

OSTP:科 学}支術散策局

NSTC:国 家科学技術会議

ρCAST:大 統領賠問委員会

OSTP:科 学技術政策立案の事務局

NSTC:各 省庁の担 当国務大 臣による省庁間調整組織

PCAST:実 業界のCEOや 大学教授など専門家から成る

実質的な政策の提案組織

図1.1省 庁間の関連 プ ロジ ェク ト管理 を一元 化する機 構の存在

b)情 報技術や研究開発の中身のわかる専門家が、研究開発計画の運営やその成果

を活用した起業支援などの実施を一貫して管理する仕組みができていない。こ

のため研究面や経理面の責任の所在や研究評価基準が不明確で、情報公開や競

争原理の導入も不十分。

米国:研 究開発 を管轄す る省庁側 にプ ログ ラムマネー ジャやプ ログラムデ ィ レ

クタ(PM/PD)と 呼ばれ る大 学の教授 クラスの担 当者がお り、研 究 テー

マ の採択 、研究 目標の変更 、予算査定 、費 目管理、予算 打 ち切 り、成果

利用 な どを一元管理。急速 に進歩 す る研 究開発に機 動的 に対処 してい る。

日本:省 庁側に専門家不在。大学教授など外部の有識者にテーマ採択や進捗評
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価 、な どをそ の都度依頼す る。予算管理 な ど運 営は行政 官が(2年 ごと

、 に交代 して)実 施す る。 このた め責任者 が不明確 で、プ ロジェク トの運

営方針 も一貫 しない。研 究開発の現場担 当者 は、予算要求、計画変更 な

どの説 明、評 価資料作成 な どの事務作 業が膨大 とな る。成果利 用の手続

き も省 庁 ご とに細部が異な り、事務処理 が複雑 で迅速 な商品化 を阻害 し

てい る。

担 当エージェンシー(NSF)プ ログラムディレクターへの権限の一任 柔軟性

DUに おいては、NSFが プログラムの主体でありNSFの プログラムディレクターに参

加大学への承認権限は一任されている。これによりプログラムがエージェンシー間

にまたがることにより起こる手続きの硬直化、煩雑化を防止している。

・プログラムディレクター、アシスタントプログラムディレクター、アソシエート
プログラムディレク歩一は合わせてプログラムオフィサーと総称される

図1.2複 数 の省庁か らの予算 も代表す る省庁 のPM/PMの も とに一元 化

表1.1運 営 に関す るほ とん どの権限がPM/PDと 現 場へ移管 されて いる。

)

)

)

)

)

)

)

)

)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

プロジェクト研究領域の変更

予算適用範囲

予算執行の変更

計画(プ ログラム)運 営形態 と成果の取 り扱い

大学等における知的財産権の取 り扱い

大学等における予算執行権限

大学等における人事管理の権限

大学等 ・企業間の協力関係の形成

企業の参画形態
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2)法 律を含む制度上の問題点

a)国 の研究開発予算の使途(算 入可能費 目)の 規制が厳 しく、使途の変更などの

裁量権が現場の研究リーダにほとんど与えられていない。 特に人件費の規制

がきびしく、研究開発の遂行に必要な人材を雇用し、希望する研究チームを組

織できない。

米 国:人 件 費を含 めほとんどの費 目が算 入可能。研 究者や研 究支援 スタッフなどを

自由 に雇用 し、強力な研 究チームを組織 可能。 使途 の変 更や 費 目間の流

用 も、PM/PDの 合意 を電 子 メイル等で得れ ば容易 にでき、研 究環境 変化

に機 動的に対応 可能。人件費 については各企 業の基 準に従 い、間接 費用

も算入で き、研 究 開発 の受託が ビジネ ス と して成 立。

日本:研 究 リーダは研 究予算 で研究者や 支援 スタ ッフを雇用 で きない。 また 、

作 業等を外 注す る場合 も、仕様書 を作成 した上 で見積書 な どの書類整備

が必要。納品物 は仕様 書 と一致 していなけれ ばな らず 、変更が頻発 す る

情 報技術の研 究開発 では、仕様書 は後から差 し替 えて対応。人件費 につい

ては、間接費 は算入 不可。このため企業が、国の研 究開発を受託すると赤字

となる。企業の積 極的参加 を阻害している。

C.予 算適用範囲 柔軟性

予算に関する規定 は、全てNSFの 規定に従う。特に研究者人件費、

秘書等事 務職員人件費 に予算が適用できることが、予算規模に応 じた

柔軟な人事を可能にしている。

NSFフ ァンド予算費 目

艶

プリンシパルインベスティゲーター
プロジェクトディレク歩一
薮授
その他上級職

研究補助員

秘書(プロジェ外に
直接関与する場合)

材料、備品
出版等
コンサルティンブ
ITサービス

外部研究委託

蹴

・事務費

・プロジェクト関連ワーク

ショップ等への参加者補助

*そ れぞれにつき予算申請の正当性を書類にて説明の必要あり

*人 件費が年度予算の約5096を 占めるような場合もある

*大 学教員のファンドからの給与は、夏期休暇 中の3ヶ月分相当を超えてはならない

図1.3プ ロジェク ト予算 で人 の雇用 が可能。ほ とん どの費 目が算入可能
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G.大 学 における予算執行 の権 限(ス タンフォード大学のケース)

大学 と研究チーム間を見てみると、大学は予算執 行 に関 しては一 切管理 ・介入 は行

なわず 、支援の 提供のみ を行 っている。スタンフォード大学では2人 のプリンシパ ル

インベスティゲ一夕ーーー一(PI)がDL!プロジェクトに関する予算執 行の公 式な権 限を有 し、

実i際には各研 究責任者 が各 々の判 断で支出を行って

プログラム
ディレクター

型 砦 繁な三そ・ 嚢鍛 ξにて予鰍 行

た

り

れ
も

…領 繁撫 ≧ ニケゴ'

ション

Sl,500bM下 の場合 、
手続 きなく購ノしできる

*UCバ ー クレー校 で はファン ドは 一 度ElectronicResoarch研 究 所 へ 行 きそこか ら再 配 分 され るが 、

執 行権 限 の所 在 は 同様 研 究 チ ー ム

図1.4予 算の使途の規制が少なく大規模な研究開発チームを組織可能

米国 国立研究所 の構 成の 一例:ロ ーレンスバークレー国立 研究所

History:

1931EstablishedbyDr.Lawrence,whoinventedthecyclotronwhichleadtothe

GoldenAgeofparticlephysicsdiscoveringthenatureoftheuniverse.Sincethen,

BerkeleyLabhasbroadenitsresearchscope.NineNobelPrizes,

Employees:3,500

一 研 究 者
、技 術 者:1,300

一 管 理 者
、マ ネ ー ジ ャ:500

一 技 術 的
、事 務 的 サ ポ ー トス タ ッ フ:

一 客 員 研 究 員 等:2
,000

AnnualBudget:3億8900万 ドル1997-98fiscalyear

TechnologyTransferProgram:

.-Manycollaborativeresearchpr()jectswiththeprivatesectoralsoasasourceof

fundingandexpertise.

-SupPortingnewcomp8nyspin-offs

-Licensing

-Sponsoredprojects

-Visitor/staffexchanges

-G汽sandgraduatesupport

-Userfacilities

図1.5米 国 の国研 の人員構成例

研究を支援する管理者やサポー トスタッフの数は、研究者の2倍 近い。

日本の大学、国研では、このような支援スタッフはほとん ど消滅。研究者は丸裸状態。
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表1.2予 算の最重要費 目は、人件費、労務費 に関するものであ り、手厚 く支援

されて いる。裸 の人件費 しか算入で きない 日本 とは大 きな違 い。

国が負担する人件費関連項 目

General Compensationforpersonalsen/ices

allowabilitV

allowable
・

給与 ・賃 金

allowable 上級管理者 、ボー ドメンバーへの報酬

allowable 社外勤務手当

allowable 勤務地の物価水準の相違による生活補助手当

allowable 従業員保険料

allowable 付加給 付(有 給休暇、傷病休暇 、バ ケーシ ョン、軍 隊休暇等)

allowable 駐 在 員等 に対す る国情 に応 じた勤務手 当(HardshiPDav)

allowable 改善提案や安全提案に対する報奨金

allowable 生産 性や費用削減 に連動 した奨励給(Incentivepav)

allowable その他 退職後給付(健 康保険 、生命保 険、授 業料援助 、デ イケア等)

a110wable 年金費用(積 立て費用か支払発生時費用かを選択特定)

conditiona1 ボーナス(株 式付与 によるボー ナスを含 む)

conditional 失 業 給 付(SeveranceDav、Dismissalwage)

allowable 従業 員ス トックオプシ ョン

allowable 従業員持株会費用

労務関連費用項目

働 翻

aUow出 血⑲

Article皿 ぬr血lFAR三 恒rr£of(xボtitems

ano醐e 312056一 人的ケ ビ司ζ対す醐 酬

aUo趾e 31.20与13一従業員の±気 健康、福祉 食事、並びに寮に僕ける費用・手当

aUOW温e 31.205-18一独自の研究謂発 及び 芥 酬 肪 七ポLザ 洞 こ関わる費用

aU(,趾e 31.205「21一労糸縣 こ断 る費 戸同

訓OW捌e 31205.24一 旛i没設備 櫛歯 修繕費用

訓(瑚He 31.20与25一 製造及び生産エンシど アリングの費用

anowヨble 31.20与29一 工場 ・{m

訓OW捌e 31205-33一 専門家、コンサルタントサービ)《の費用

訓(凧able 31205-34一 採 用費

訓owヨble 31205-35一 社員の業務 蹴 こよる車転居費用

allOW羽e 31205・43一業界団体 産業男1田本等}こおけ《活 動・定期刊行物{齢 費用

anOW捌e 31.20544一 教 育旬1練費用

訓ow]ble 31.20546一 旅 費

oonditi(拍al 31205-38一 販 売費(一 イング計画費 用)

unal1(瑚ble 31.20与22一 ロビー活動 蜘 甜蹴 費 用

unaUo醐ble 31205-27一 組織変革のための費用
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第1編 要旨

b)国 の予算が単年度会計で毎年度末決算。各費 目ごとに完全消化が要求される。

複数の省庁から得た予算を合算して使えず別々の会計で決算。成果物も分割 し

て納入することが要求され、多大の事務量が発生。会計検査も書類不備など形

式面を重視。

米国:プ ロジェク ト期 間を通 した通年度会計。予算 の余 りや不足 は繰 り越 し可

能。プ ロジェク トの最終年度 に決算。異 なる省庁 よ りの予算 も合 算で き、

納 入物 を分割 する必 要もなし。しか し、各年度ごとに研 究開発 目標 の達成度

合 いは専 門家であるPM/PDよ り厳 しく査 定される。会 計検 査も形式より実質 的

成果 重視。

日本:単 年度 会計 であり、費 目間 流用規 制のきびしさ、予算 の完 全消化の要求 、異

なる省 庁か らの予算 の合算不可、お よび成果物 の分割 納入 は、研 究 開発

の現 場 に多大 な事務処理負担 を課す。 このため、人 手不足の大学等の研

究の現場は大 きな研究開発予算 をも らうと論文執筆が で きな くな り、返

上 す る こともあ り。(予 算 が増 えて も、研 究パ ワー に転 換不可)

予算執行への変更

予算執行に関しては、年度ごとに予算申請が義務付けられているものの、
4年 間のプログラム実施期間内においては予算・支出の次年度への繰越、

費目の振り替えも大学側が自由に行うことができ、年度末予算消化などの
問題は起こらない。

予算申請 予算申鯖 予算申鯖 予算申請
・承認 ・承認 ・承認 ・承認

・ここで初めて、予算消
化努力が起こり得る

・4年分の予算を超えた

支出については基本的
には不可

llv7

費目の振り替え

も
人件費としての申請分を

器購入に使用したし

図1.6プ ロジェク ト期間にわた る通年度会計

この会計制度は、試行錯誤がつきものの研究開発には不可欠の制度。予算も有効利用され、研

究の能率も向上する。さらに事務作業量も軽減。単年度会計の日本 と大きな格差が生 じる。
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4.ま とめ と提言

情報技術革命 は、社会 の神 経網 にあた る技術 の革新 であ り、そ の影響 は全 産業 にお

よぶ。 そ して、 さらには、企業活動 のみな らず 、行政や社会 活動 の細部 にまで及ぶ と

い われ てい る。 この革命 への迅速 かつ適切 な対応 が、国 とその 国民の繁 栄につ なが る

ことを疑 う者 は最早い ない。 これ まで産業 の近代 化に遅れ を取 っていた諸 国 も、 この

革命 を自国 を先進国へ と跳躍 させ る好機 と捉 え、国 をあげての情報化 ビジ ョンの策定

とその技術 開発 戦略 を展 開 してい る。

情報技術 を生み 出す 資源 は鍛 え られ た人 間の頭脳 であ り、地 下に埋蔵 され た天然 資

源 な どではない。ソフ トウェアや コンテ ンツな ど、ま さに知識 が富 とな る世界で ある。

これ まで蓄積 され た技術 な く して も コンピュー タ とネ ッ トワー クが あれ ば、そ こに産

業の新天地 が開ける。 シンガポールや イ ン ドな ど、 これ までの重厚長大 といわれ る製

造業 では振 るわなか つた諸国が国 を挙 げて情報革命 へ取 り組み 、数学的教育 に優 れた

人材 の活用 を進 め、情報産業の競争 カ ランキングの上位 に登場 してきている。

わが国 も情報革命へ の国 をあげての対応 を急 がなけれ ばな らな い。 しか し、現状は

「科 学技術立国」が叫 ばれ 、科学技 術基本計画 が立案 され、情報通信分 野への国の投

資 も急増す る勢いで あるに も拘 わ らず 、情報技術 を開発 し人材 を育 むべ き、大学や 国

研 が 旧態依然た る状況 にある。 イ ンフラの一部 ともい える国の研 究開発 の仕 組み ・制

度 は、 オール ド ・エ コノ ミー 時代 の会計制度 な どの諸規制 を引きず ってお り、未 だ改

革の手 が入 っていない。情報技術 分野へ の研 究投資 を増や して も、 この仕組み ・制度

の改革 な くしては、投 資効果 も半減 して しま う。

今年度 の 「わが国の研 究開発 の仕組 み ・制 度の あ り方」 の調査研 究 は、 この面での

わが 国の後進性 を改 めて浮 き彫 りに した といえる。どの よ うな事業 を起 こす に も、人 、

物 、金 といわれ るごとく、人材 、イ ンフラ、資金 が必要 であ る。 わ が国の大学、国研

は、 この全部が不足 し、その原因 を作 って いるのが、人 と金 を縛 ってい る会 計制度や

公務員制度 な どであ る。

わが国の これ ら制 度 は米国に比較 して20年 以上 の遅れ を とってい る。米国の現在の

連 邦政府の仕組みがで きたのは、大恐慌 に端 を発 した行政改革 に よってい るか ら、そ

こを基準 とす る とわが国の諸制度 は、 もっ と遅 れてい る と言 え よ う。 国 をあげてのニ

ューエ コノ ミー に対応 で きる仕組 み ・制度 作 りが今 こそ求 め られ てい る。
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本調査研究結果 が示唆 す る仕組み ・制度改革 は、国の会 計制度や公務員制度 とい う、

わが国の行政府 の根 幹 に触れ る問題 であ り、省庁 の レベ ル を超 えた国を挙 げての取 り

組みが不可欠 であ る。現在 、通信や金融 な どの分野 では、 これ までのわが 国では考 え

られ ない よ うな改革がすす め られてい る。 大学や 国研 は、情報革命 を遂行す るための

原動力 となる知識 と人材 を生み 出す場所で ある。そ の立 て直 しは、まさに急務 である。

わが国 も研 究開発 プ ロジェ ク トの舵 取 りを、で きる限 り研究 開発の現場 にまかせ 、

さらに予算の使い勝手 に して も、米国の制度 に見 られ るよ うに、まず、人材 を集 め る

ために使 えるよ うに しなけれ ば な らない。 人件費の間接 費分 の国の予算へ の算入 な ど

その第一歩で あ り、早急 な改革 が望 まれ る。

米国において は、会 計制 度な どを新技術の研 究開発 の特質 に合 わせ進化 させ て ゆ く

努 力 をひたむ きに実施 してい る。政府の研 究開発契約の一般事項 に記述 され てい る内

容 を以下 に引用す る。

FAR-Part35

研究 開発 契約(ResearchandDevelopmentContracting)

35.002-一 般事項(General)

研究 開発 プ ロジェ ク トを委託契約す る主要 目的は、科 学技術 知識 の高度化 と、そ の知識

を省庁や 国家 レベ ル の 目標 を達成す るために適 用す ることであ る。消耗 品や 諸サー ビス

の調達契約 と異な り、多 くの研 究開発契約 は、その実現 に必要 な業務の内容や方法 が事

前 に確 定で きない よ うな 目的 を持 っている。プ ロジェク トの成功確率や特定の技術 的ア

プ ローチの困難度 な どは、事 前に判断が困難 であ る。 研 究 開発契約 は この よ うな独特

の ってい が に の プ ロセ ス ま の オ がプ ロジェ ク

トに る こ とを'る よ 〉オ の で オ}ば オ プ ロジェ ク がAオ

と ノ・ の で っ て 仁 さ る よ ∨オ しt}ばtt

工

この規則 は、連 邦政府 が、研 究開発契約 にあたって、A理 な理 由に基づ

(例:契 約者 の 自発的会計原則 変更やFARか らの逸脱 を認 める等)と 契約者 に対す る

行政/事 務的負荷 の最小化(例:民 間の会計原則の全面的採用 、自社内の会 計原則 を一

貫 して使用す るこ とを認 め る等)、 を基本精神 としている ことを示 してい る。

また、先端 技術の研 究開発 の進 歩は早 く、法 ・制度 は、 どうしてもその進 歩 に遅れ

を取 り、その障害 となるこ とが危惧 され る。 その よ うな場合 には、研 究者 は、連邦調

達規則(FAR:FederalAccountingRegulation)か ら逸 脱す る ことを認 めてい る。

わが国 にお いて も、科学技術立 国を国の基本理念 とす るな ら、米 国の よ うなその実

現 を促 進す るよ うな仕組みや法 ・制度 を遅滞無 く整備 してゆ くべ きであ る。 しか し、
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わが 国の現状 を見 るに、官学産 の改革 に向 けての足取 りはそ ろわず 、 ともすれ ば既得

権維持 に走 り、改革の芽 を摘 んで しま うこ とさえ起 こ り得 る状況で ある。 情報 先進

国 の米 国の 、技術 と共に、 この よ うな国民重視 の基本理念 や合理的 な法制度 について

もキャ ッチ ア ップすべ きであ り、これ を2000年 代 の国家 目標 として掲 げるこ とを提言

したい。
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第ll編 要 旨

第II編 要 旨 情報先進国の情報化政策と研究開発動向
および

わが国の情報技術開発における重点分野の選択指針

1調 査の背景 と方法

(1)諸 外国にお ける情報 化 ビジ ョンの動 向

情 報通信 に関す る急速 な技術 革新 は、産業 ・社会 に対 して、多大 な影響 を与 え始 め

てい る。多 くの識者 は、21世 紀 にかけて工業経済 か ら情報経済 への転換が起 こる と指

摘 して い る。 この よ うな変化 に対応すべ く、各 国では情報通信環 境 を整備 し 「情報社

会」の実現 に取 り組 んでい る。 その さきがけ となったのは、ア メ リカのク リン トン政

権が提 唱 した 「情報 スーパーハイ ウェイ」(lnformationSuperhighway)と 関連す る一

連 の 情 報 通 信 政 策 で あ っ た 。 ゴ ア 副 大 統 領 に よ るGII(GlobalInformation

Infrastructure)構 想や1996年 に ブ リュ ッセルで開催 され たG7情 報サ ミッ ト等 を経

て、情報化施 策が世界各 国で活発 に展 開 され ている。情報社会 の進展 は情報 産業の育

成 に も大 きな影 響 を与 える。 各国 では、情報産業 を これ か らの戦略産業 と位 置づ け、

その育成 策に も力点 を置 いてい る。

以 上の よ うな世界各 国の状況 を踏 まえ、昨年度 は、 ソフ トウェア技術 を中心 とす る

情報技術 の国際的競争 力確 保 を 目指 し、わが国の研 究開発 のあ り方 を検討す るた めの

基礎デ ー タ収集の一環 として、「先進 諸国 におけ る将 来の社会 システ ムの情報化 ビジ ョ

ンに関す る動 向」 を調 査 した。

その 中では、情報化 に関 して先進 的 と思われ るアメ リカ、EU(欧 州連合)1、 シ ンガ

ポール 、マ レー シアに関 して 、政府 のイ ンターネ ソ トホームペー ジか ら情報化 に係 わ

る声 明 ・ビジ ョン ・計 画 を調査 した。 また、 日本に とって特 に重 要なア ジア ・太 平洋

地域 の他国 の政府 ホー ムペー ジを調 べ、情報化 に係 る ドキュメン トが公開 され ていた

オー ス トラ リア、イ ン ド、韓 国に関 して も同様 に調査 を行 った。

今年 度は、「情報技 術開発 にお ける重 点分 野の調査」の一環 と して、まず各 国 に関す

る昨年 以降 の動 向を調 査 した。

1欧 州 に関 しては国別 では な く、EUレ ベ ルの政策 を対 象 とした。
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調査対象国

◆ア メ リカ

◆EU(欧 州 連 合)

◆ シ ン ガ ポ ー ル

◆マ レー シア

◆オ ー ス トラ リア

◆イ ン ド

◆韓 国

(2)わ が国の情報技術開発における重点分野の選択指針

諸 外国の情報化 ビジ ョンに関す る調査 に加 え、わ が国の情報技術 開発 にお ける重点

分野について、図2.1に 示す よ うな 流れ に よ り、検討 を行 った。

まず、今 後必要 となる情報技 術の発展方 向を、社会 ・産業の将来像 か ら検討 し、今

後の情報技術 を規定す る新 しい領 域構成 の考 え方 と基軸 を設 定 した。

次 に、領域 ご との技術 開発 分野 と開発す べ き内容 を明確 に した。

最 終的 に、それ らの結果 を踏 まえ、わが国がそ の領域 の 中で どの分野 に取 り組 むべ

きかの考 え方、指針 を提示 した。'

情報革命以降の情報技術の新しい構成領域と基軸

わが国における情報技術開発の重点分野

図2.1調 査研究 の流れ
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2.情 報先進国の情報化政策

2.1各 国 の 動 向

(1)ア メ リカ

2000年2月 に発 表 された 、米 国の2001年 度 予算案 に見 られ る情報技術研 究開発計

画 を概観す る。

予算案 の中で ク リン トン大統領 は、1999年 か ら起 こ した21世 紀基礎研 究 フ ァン ド

(21stCenturyResearchFund)を 強調 してお り、そ の要求額 は428億9,500万 ドル に

なっている。 これ は研究 開発費予算全体(853億3,300万 ドル)の50%で あ り、非軍事

研究 と しては過 去最大 の前年比増額(29億 ドル)要 求 となってい る。 この ファン ドの

狙 いは、NIH、NSF、DOEで の基礎研 究 を中心 に、コン ピュー タ、通信 、エネル ギー、

環境等分 野で、基礎 と応用 の相互 に関連 す る領 域の研 究 開発 を組 み合わせ て、成果 を

増幅す るよ うなバ ラ ンスの取れ た資源 の投資 を行 うことで ある。

この21世 紀基礎研 究 ファン ドをベ ースに、科学技術イ ニシアチブが構 成 され ている。

主 な特徴 は、①基礎研 究の強化 と連邦政府研 究ポー トフォ リオのバ ランス、② 大学ベ

ー スの基礎研 究の強化
、③NSTCに よるマルチエー ジェンシ研究 イニ シアチブの推進で

ある。 この③ で強調 され てい るのが、新 たに加 わ ったナ ノテ ク ノロジ、バイ オベ ース

のク リー ンエネル ギー とともに情報技術 への支援増加 で ある。

この情報 技術 につ いては、過去10年 間にわた って実施 され て きたHPCC計 画(NGI

を含む)と 、2000年 度予算か ら盛 り込 まれたIT2計 画 を合併 して、情報技術研 究開発

(lnformationTechnologyResearchandDevelopment)と い う新 しい計画名称 にな って

いる。 これ はHPCC計 画 とIT2計 画 の差異 についての理解 ・認識 に混乱 があった ことを

是正す るため と国家経済会議の上級ス タ ッフは述べ てい る。この計画 ではIT2計 画 に8

億2,300万 ドル、NGIに8,900万 ドルを含 む総 額で23億1,500万 ドル(35%増)の 予

算 を要求 してい る。特 にIT2計 画 の額 は対前年比で166%の 増額 とな ってお り、科学技

術イ ニシアチブの 中で も、二番 目の伸 び率であ る。

2001年 度予算教 書 とは別に、IT2計 画 の強化継続策 として、5年 間 とい うスパ ンで計

画的 に情報 技術分野へ の政府支援 を行 うことを 目的 とした 「ネ ッ トワー キ ング及び情

報技術研究 開発 法(NITRD法:NetworkingandInformationTechnologyResearchand

DevelopmentAct)案 が、第106議 会下院本会議 に上程 され 、2000年2月15日 下院 を

通過 し上院 に送付 され た。

この法案 は下院科 学委員会が提案 した もので、1991年 のHPC法 を修正 し、NSF、NASA、

DOE、NIST、NOAA、EPA、NIHの 研 究開発支出を2000年 度か ら2004年 度 までの5年 間

につい てあ らか じめ認可 しよ うとい うものであ る。

一一25一



(2)EU

EUレ ベルの研究開発政策 は、長 年 フ レー ム ワー クプ ログラム と して実施 されてい

る。現在 は、1998年 に始 まった第5次 フ レー ム ワー クプ ログラムが実施 され てい る。

情報 関連 に関 しては、次の よ うな分 野のプ ログラムが設 定 されてお り、公 募プ ロジ

ェク ト等 を とお して、展 開 され てい る。

の た め の シ ス テ ム とサ ー ビスSstemsandservicesforthecitizen

高品質で利用が容易 なシステ ム とサー ビスを開発す るこ とを 目的 と してい る。高齢

者 ・心身障害者看護、保健機 関におけ る遠隔 サー ビス、環境問題 、交通 問題 等 を重視

してい る。

しい と Newmethodsofworkandelectroniccomrnerce

事業経営や 取引効 率 を改善す るた めの研 究開発 を行 う。モ バイル業務 システム、売

り手 と買い手の取引システ ム、情報 とネ ッ トワー クの安全性(プ ライバ シー、知的財

産権 、認証 等)を 重視 してい る。

マ ル チ メ デ ア'Multimediacontentandtools

各種マル チメデ ィア製 品 ・サー ビス に利用 され るイ ンテ リジェン トシステ ムや コン

テ ンツの開発 を 目的 とす る。会話型電 子出版(電 子図書館、仮想博物館 等)、 教 育訓練

ソフ ト等 を重視 している。

重nと イ ン フ ラ基 盤Essentialtechnoloiesandinfrastructures

情報社会 の基盤 に必要 な重要技術 の開発 を 目的 とす る。 コンピュー タ通信 技術、 ソ

フ トウェア工学、移動 体通信 、各種セ ンサー イ ンタ フェース、マイ ク ロエ レク トロニ

クス等を重視 してい る。

(3)シ ン ガ ポー ル

シンガポール政府 は、古 くか ら情報 技術 を比較優位 を持 て る分野 に育成す るために、

長期 的 な 戦略 的 投 資 を行 っ てい る。 政府 は 、情 報 化 国 家 を ビジ ョン と して 掲 げ た

「IT2000」を1991年 に作成 し、その実現 を加速す るため、1996年 には シンガポール ・

ワン計画が策 定 された。これは、シンガポール全土 に広帯域 の通信 イ ンフラを整備 し、

対話型マル チメデ ィアのアプ リケー シ ョン とサー ビスを家庭、学校 、オ フィスに提供

しよ うとい うものであ る。 シンガポー ル ・ワンは着実に シンガポール の情報通信 イ ン

フ ラの向上 に貢献 してい る。

1999年 には、IT2000の 次 の国家 計画の策定 に着手 し始 めた。2010年 までの基本計
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画 で あ るICT21(lnformationandCommunicationTechnology21)を 起 草 中 で あ る 。

(3)マ レー シ ア

マ レー シア もシンガポール と同様 に、情報産業 を国の戦 略的産業 として位 置づ けて

い る。マハテ ィール首相 は、1991年 に行 った講 演の中で、2020年 までに同国 を先進 国

にす る とい う国家 目標Vision2020を 打 ち出 した。 今後30年 間にわた り年平均7%の

経済成長 を実現 させ 、GDPの9倍 増、所得4倍 増 を達成す るとい うもの であ る。そ の

一環 として
、情報通信産 業を戦略的に育成す る ことを推進 してお り、それ を実現す る

た めの開発計画 がMultimediaSuperCorridor(MSC)で あ る。

MSC計 画 の中で重 要な事業が フラグシ ップア プ リケー シ ョン と呼ばれ る応 用開発 で

ある。大 き く2つ に分け られ、1つ は政府が主導 し、公共セ クター、国 民が活用す る

「マルチ メデ ィア開発 」であ る。 も う一方は民 間企業の活力 を利 用 し、民 間企 業の活

性化 を図 って い く領域 であ る 「マルチ メデ ィア環境」で ある。 マルチ メデ ィア開発 フ

ラ グシ ップア プ リケー シ ョン と して、電子 政府(首 相 官邸)、 多 目的 カー ド(Bank

Negara)、 スマー トスクール(教 育省)、 遠隔医療(厚 生省)が 取 り組 まれ てお り、マ

ルチ メデ ィア環境 フラグシ ップアプ リケー シ ョン として 、研 究開発 クラスター(科 学

技術環境省)、 ワール ドワイ ド製 造 ウェブ(通 商産業省)、 ボーダ レス ・マーケテ ィン

グ ・セ ンター(MDC;MultimediaDevelopmentCorporation)が 取 り組 まれ て いる。 こ

れ らの中で、電子政府 、多 目的 スマー トカー ド、遠隔医療 、スマー トス クール の4プ

ロジェク トについては、入 札 に基づ き受託業者 が決定 され た。

情報通信企業 を誘致す るサイバー ジャヤ は、当初の予定 よ り半年遅れ1999年7月 に

オー プン した。 プ トラジ ャヤ には首相府 が入居 し、サイバー ジ ャヤでは 、プ ロジェク

トの 中核事業体 であ るMDC社 等 の主要企業が事業 を開始 している。 しか し、進 出予 定

の企業 の中に も、イ ンフラ整備 状況 を見極めてい る企業 も多 い様子 であ る。

(5)イ ン ド

イ ン ドは、 情 報 技 術 産 業 を強 化 し、10年 の うち にイ ン ドを世 界最 大 の ソ フ トウ ェア

生 産 国/輸 出 国 とす るた め の 政 策 を展 開 して い る。 ま ず 、1998年5月 、 「情 報 技 術 ・ソ

フ トウェア 開 発 タ ス ク フ ォ ー ス 」(NationalTaskForceonInformationTechnology&

SoftwareDevelopment)を 設 置 し、 国 家情 報 政 策 の 立 案 に着 手 した。

1998年7月 に タ ス ク フ ォ ー ス は 、 「情 報 技 術 ア ク シ ョ ン プ ラ ン 」(lnformation

TechnologyActionPlan)を 発 表 し、10月 に は ハ ー ドウェ ア に 焦 点 を充 て た 「情 報 技

術 ア ク シ ョン プ ラ ンパ ー トII」 を発表 した。

情 報 技 術 ・ソ フ トウェ ア 開 発 タ ス ク フ ォー ス は 、情 報 技 術 ア ク シ ョン プ ラ ンパ ー ト

1の 実施 状 況 を ヒア リン グ等 に よ りレ ビュー し、2000年3月 に そ の進 捗 状 況 を 発 表 し
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た。 それ に よ る と、108の ア ク シ ョン プ ラ ンの 内 、 実施 済56、 未 実 施27、 実施 中22、

未 採 用3と い う状 況 で あ った 。

(6)オ ー ス トラ リア

オ ー ス トラ リア 連 邦 政府 の ジ ョン ・ハ ワー ド首 相 は 、1997年 末 に 「成 長 の た め の 投

資 」と題 す る計 画 を発 表 し、そ の 中 で今 後5年 間 に12億6,000万 ドル を投 入 し、投 資 、

輸 出 貿 易 、新 しい 高成 長 産 業 の 革新 な どを促 進 して い く こ とを 表 明 した 。

情 報 政 策 に 関 して は、 情 報 経 済 大 臣 の管 轄 下 に 国家 情 報 経 済 局(NationalOfficeof

theInformationEconomy)を 設 け 、 次 の よ うな情 報 化 政 策 を推 進 して い こ う と して い

る。

◆

◆

◆

◆

さ らに 、

た。 そ こで は 、優 先 課 題 と して 、
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)

)

)

)

)

)
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柔軟 な規制 ・枠組 みに基づ き産業 と消費者 の間の信 頼関係 を醸成す る

オース トラ リア連 邦が先端技術 のユーザ とな る

情報 産業の基盤 を改善す る

情報 化時代へのア クセス、特 に地方や遠隔地 、障害者 な どのためのアクセ ス支

援 と社会 におけ る情報関連技術習得 を支援 ・促進 す る

1999年1月 には、 「情報 経済のた めの戦略 フ レーム ワー ク」 を リリース し

全ての国民が情報経済から得る便益を最大化する

情報経済に参加するために必要な教育とスキルを国民に提供する

情報経済に対応できる世界一級のインフラを整備する

国内産業において電子商取引の利用を増大させる

電子商取引を促進するための法規制の枠組みを整備する

情報経済の中でのオース トラリア文化の健全な発展を促進する

オース トラリアの情報産業を育成する

医療セクターの潜在力を有効活用する

電子商取引の国際的規範作 りに貢献する

電子行政サービスに関する世界一流のモデルを実現する

を掲 げ て い る。そ して 、1999年7月 に は 第1回 の進 捗 レポ ー ト、2000年3,月 には 第2

回 目の 進 捗 レポー トを発 表 して い る。

(7)韓 国

韓 国の情報化政策 に関す る主管官庁 は1992年 まで通信部 と商工部 に分かれ ていた

が、同年統合 され 、情報通信部(MIC;MinistryofInformationandCo㎜unication)

が新設 された。金 大中政権発足後 は、情報産業がIMF体 制克服 のための産業効率化 に

お ける 「戦略産業」であ る と位置づ け、情報化政策 を強化推進 してい る。
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1995年 に ス タ ー トした 韓 国 情 報 基盤 イ ニ シア チ ブ(KII;KoreaInformation

InfrastructureInitiative)に 基 づ き、翌年情報 化促進 基本計 画が策 定 され 、1997

年 には情報化促進 ア クシ ョンプ ランが明 らかになった。

さらに、1999年3月 、韓 国情報通信省部 は、サイバー コー リア21と 題す る レポー

トを発表 した。 これ は21世 紀 が知識ベ ース経済へ移行す るとい う認識 の下 、次 の4

年 間で注力す る3つ のテーマ として、知識ベ ース社会 のための情報基盤 の強化 、情報

基盤 を活用 した 国の生産性 の向上 、情報基盤 上の新規事業 の育成 を掲げて い る。

1998年 には、ア ジアの シ リコンバ レー を 目指 した 「メデ ィアバ レー計画」 がスター

トした。 これ は建設 中の ソウル新空港隣接地域 に、広 大な埋 め立て地 を造 成 し、先端

技術 を持 つ国内外 のIT企 業 を集 めた情報 産業工業団地を建築す るものであ る。

メデ ィアバ レーには、政府 と地方 自治体 の支援 の もと、 コンベ ンシ ョンセ ンターや

人材 育成機 関、海外 との高速 通信網等が整備 され る。海外企業 には、免 税措 置等多 く

のイ ンセ ンテ ィブが与 え られ る。

2.2ま と め

昨年度及 び今年度 の調査 か ら、情報技術、情報産業 を戦略的 に認識 し、重 点的 に投

資 してい る国で は、社会 の情報化 、電子商取 引等産業の情報化 の進展 が加 速 され てい

る とい う印象 を持つ。

そ の結果 は、情報化水準 を示す指標 に も表れ ている。た とえば、 ワール ドタイムス

とIDC社 が経年 的 に行 ってい る情報社会指標(1999)に よれば、ス ウェー デ ン、米国

が トップ グル ー プを形成 し、他 国を引 き離 して いる。 注 目すべ きは、 日本(10位)、

イ ギ リス(12位)、 ドイ ツ(14位)と いった伝統的な先進 国の情報化が こ こ数年鈍化

して いる反 面、 シンガポール 、台湾、マ レー シアな どのア ジア諸 国が急 速 に指標 を伸

ば してい ることで ある。

昨年度及 び今 年度 の調査結果 か らは、情報化社会指標 を高 め、情報 革命 の 中で世界

的 に競争力 を高 めて いる国の特徴 と して、次の点が指摘 で きる。

情報化が21世 紀の国の戦略課題であることの認識

調査 した国は、 いずれ も情報技術 が社会 、経済 に多大な影 響 を与 え、経済活動 を効

率化 し、国民生活 を豊か にす る上 で情報化 が極 めて重要な要素 であ るこ とを指摘 して

い る。 また、情報通信産業 を、それ を実現す るため、経済発 展 のための戦略産 業 とし

て位 置づ け、国際競争力 の強化 ・育成 を図 ろ うとしてい る。

また 、 この よ うな認識の背景 と して、工業経済か ら情報経済へ のシ フ トが進 んでい
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るこ と、そ の中で情報や 知識 の付加価値 が高ま る ことを理解 し、産業界等 関係者 に対

す る啓発 を進 めてい る。

,トップ レベ ル組織 に よる強力 な リー ダー シ ップ

情報化 に係 るイニ シアチブ、プ ログラム を、 国の元首直轄の組織 と して統括 し、強

力な リーダー シ ップを もって実施 してい る場合 が多い。ア メ リカのク リン トン=ゴ ア

や 、マ レー シアのマハテ ィール の よ うに、 国家 元首 自身が リー ダーシ ップ を発揮 し、

情報化プ ログラムを推進 してい る場 合 もある。 また、それ以外 の国において も、省庁

の壁 を超 えた機 能横断委員 会 を設 置 し、国家 レベル の重要課題 として情報化 プ ログラ

ムを推進 して いる。

また、省庁 レベ ルで も、情報 と通信 ・放送 の技術的 ・サー ビス的融合 を踏 まえ、 こ

こ数年 間で情報産 業 と電気通信産業 の主管官庁 を統合 した国が多い。

立 通 でのイ ンター ッ トに よる ・ の 」用

情報社会 では政 策立案過程 自体の変革 も求 め られ る。各 国の政策 立案過程 におい て、

イ ンターネ ッ トが有効 に使 われ ていた。 イ ンター ネ ッ トで政策案 を開示 し、それ に対

す るフィー ドバ ック コメ ン トを受 け付 けて いるケー スが多 い。例 えば、イ ン ドにおい

ては、イ ンターネ ッ トに よ り政策課題 に関 して広 く意見 を集 め、計画 策定 してい くと

い う方式 を採用 して いた。

のXlと 民 と の' 基 究と ヒの'、

国 と民間部 門 との連携 も重要な側面 であ る。調 査 した国の情報 化 ビジ ョン ・政策 で

は、国の役割 と して次の点が カバー され ていた。

◆情報社会 のための高速 ・大容量通信 ネ ッ トワー クの整備

◆情報通信 ・放送等デ ィジタル化 に伴 う関連業界 の規制緩和 と競争 の促進

◆情報社会 に必要 とな る法体系(知 的財産権 、プ ライバ シー保護 、決済等)の 整備

◆電子 商取引等新た なアプ リケー シ ョン構築 に必要 な技術開発 の支援(助 成等)

◆イ ノベ ー シ ョン と公正競争 、そ して リス ク回避 のた めの規格 ・技術標 準の調整

◆電子 商取 引等新 た なア プ リケー シ ョン立 ち上 げのた めのパイ ロ ッ トプ ロジェ ク

トの推進

◆情報 通信産業 を育成 す るためのベ ンチ ャー企業 の支援(税 制 支援 、助成等)
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一方
、民 間企 業は 、パイ ロッ トプ ロジェク トへの参画、研 究開発 を通 した商 品化 ・

商用化 、起業等 に よって貢献 す るこ とにな る。 商品化や起業 化 に関 して国が どこまで

コ ミッ トできるかにつ いては議 論が分かれ る。

他 国、他 地域 との連携

情報社会 において は、いろい ろな面で グローバル化が進展 す る。 したが って、各 国

の情報化 ビジ ョン、政策 も地球規模 の視野 を有 している。規 格 ・技術標 準や取 引ル ー

ル に関 しては、国際標 準化機 構…(ISO)、世界貿易機 関(WTO)、 世 界知的所有権機 関(WIPO)

といった国際機 関 との調整 が必要 であ り、また業界 にお け るワール ドクラス の リーダ

ー企 業 を無視 す るこ とはで きな い
。 また、 自国の産業競争 力 を高 め るため には、国際

的 な分業 とア ライ ア ンス とい う観点 か ら自国産業 のポジシ ョニ ン グをす る必要 があ る。

さらに、技術、資金 の国際調 達 が必要 であれ ば、それ に適 した優遇税 制等 の環境 づ く

りが必要で ある。調 査対象国で は、他 国、他地域 との連携 範囲 は異 な るが 、いずれ も

地球規模での情報社 会の進 展 を見通 している。

人的 リソースの整備 と教育 の重 視

情報技術 を開発 し、活用 してい くのは人間 自身であ る。 そ の意味で 、研 究面、開発

面、利用面 に係 る人材 の育成 を重要視 しなけれ ばな らない。調査 した国 にお いては、

ア メ リカを始 め各 国で、教育 にお け る情報化 プログラムの拡 充が行われてい た。また、

オー ス トラ リアでは 中国等 アジア諸国か らの情報技術者 の受 け入 れ を支援 し、マ レー

シア、韓 国では海外 企業 の誘致 を奨励 している。
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3.わ が国の情報技術開発における重点分野の選択指針

3.1情 報 革命以降の情 報技術の新 しい構成領域 と機軸

(1)企 業 ・産 業の発展 方向 とIT

コンピュー タが企 業 に導入 され て久 しいが、製造オペ レー シ ョン、経理事務 な ど経

営活動の さま ざまな領域 で情 報 システ ム化 が進 み、業務 の省 力化が図 られ て きた。 コ

ン ピュー タの性能向上 とともに、通信技術 との融合 を含 め、情報技術 が企 業経営 に占

める割合 はます ます高 まってい る。 そ の結 果、単な る業務 効率化 ・省力化 の道具 とい

う位 置づ けではなく、企業 の競争力 を決 定す る戦略 的な武器 とい う役割 も担い始めた。

特 に、企業 間情報ネ ッ トワー クによって、取引先や顧 客 との関係 の強化や 、密な情報

連係 によ り大幅 なコス ト低減や 、経営 サイ クル の劇 的なス ピー ドア ップが進 んでい る。

近年 では、イ ンターネ ッ トの急速 な普及に よ り、電子商取 引(ElectronicCommerce)

が拡大 し、その結果 、企 業間関係 や産 業構 造が再編 され る とともに、企 業の組織編成

のあ り方 も変わろ うとしてい る。今後 次の よ うな変化 が新 た な情報技 術のニー ズを創

造す ることにな るだろ う。

・ 企業間ネ ッ トワー ク、Eコ マー スの拡 大

・ 大規模 ・統合組織 か らダイナ ミックで有機 的な組 織構造 への転換

・ リアル タイム経営 の精緻化

・ 省力化か ら増力化 のための情報活用

(2)家 庭 ・生活の発展方 向 とIT

－方
、ITや 各産業の発展 によって家庭 ・生活 も大 き く変貌 してお り、生活の質は加

速 度的に高 まってい る。今後 も引 き続 き次 の よ うな方向 での発 展が期待 され 、それ に

よって新た な情報技術 ニー ズが生まれ る。

・ ライ フラインの安 定的供給、 高機 能化

・ 情報化 の空 間的広 が り ～ 家庭、街、道路 を包 み込む情報 網

・ 福祉 ・医療機能 の拡充

・ 娯 楽 ・文化 の良質化

(3)情 報技術を分類する新 しい構成領域と基軸

以上 の発展方 向か らは、情報技術(IT)を 捉 える軸 が新規 に追加 された り、重 点が

移 っているこ とがわか る。本調査研 究 では、図2.2に 示す よ うに、プ ラッ トフォーム、

コンテンツ、ユーザイ ンタフェー スの3つ の領域 か ら情 報技術 を捉 えるこ ととす る。
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⊆れまでの情報技術の構成領域 IT革 命以降の情報技術の構成領域

応 用 ソフト・ユ ーザ インタフェー ス

ミドル ウェアー
デバイス

ネットワーク

ユーザインタフェース

コンテンツ

プラットフォーム

図2.2情 報技術 の構成領域

(4)プ ラ ッ トフ ォー ム

プ ラッ トフォー ムは、ITの基本機 能であ る情 報処理 と通信 を提供す る レイ ヤであ り、

中央処理装 置、各種 プ ロセ ッサー 、記憶装置 と、内部バ ス、外部 バス、ネ ッ トワー ク

の構成 に よって具現化 され るものであ る。 プ ラ ッ トフォー ムに求め られ る技術革新 の

方 向は、 「高速化 」、 「広域分散化」、 「高セ キュ リテ ィ化 」で ある。

・高速化

分野 を問わず、プ ラ ッ トフォームの処理 能力向上 は、ITの 発展 に とって最 も中核 と

なる性能改 善課題 であ る。

環境 ・気象 ・医学 を始 め科 学技術 の フロンテ ィア を開拓す るための シ ミュ レー シ ョ

ンにお いて、 よ り高速 に計算 処理 す ることは、解決 され るこ とのない永遠 の課題 で あ

る。 特 に、新 た な探求方 法であ る計算科学の進展が今後 の科学進 歩 を加 速 す る原 動力

で あ り、計算機 の高速化 はそ のための重 要な前提条件 とな っている。

また、企 業 ・行政 の業務 アプ リケー シ ョンで も扱 うデー タ件数 は加速度 的に増加 し、

しか もそれ らを瞬時 に処理 す るこ とが求め られてい る。さらには、意思決 定の最適化 、

デ■一ーーータマイニ ン グ、金 融工学、取 引仲介のエー ジェ ン トな ど新 た な分野 ・領域 にITを

利 用 して い く上で も、 これ まで以 上の処理 能力が要求 され る。
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・広域 分散化

広域分散 した機 器 ・プ ロセ ッサーが、協調 的に情 報通信処理す るプラ ッ トフォー ム

の開発が期 待 され る。

ITの 利用 形態は、大型計算機 による集 中的 な処理形 態か ら、ネ ッ トワー クを介 し、

さま ざまな装置 が連携 しあ う分散形態 に移行 す る。イ ンターネ ッ トの急 拡 大はそれ を

如実 に示 してい る。従来 のパー ソナル コンピュー タや端末 だけではな く、電話 、身 に

付 け られ る情報機器 、家 電等多様 な機器 がネ ッ トワー クを介 して協調 動作 す るこ とに

な る。

また、製造 業の工場 においては既 にNC装 置 ・ロボ ッ ト、搬 送装置等 を分散制御 して

い るが、今 後は複数の工場 を遠 隔的に監視 ・制御 す るバーチ ャル フ ァク トリー が現 実

化 しつつあ る。また、電力会社 では よ り効率的 な電源供給 を行 うために、発電 ・送電 ・

需要家側の機 器 が連携 し合 いなが ら、計画 ・制御 ・監視 を行 う必要 があ る。

これ らの アプ リケー シ ョンにおいて は、ネ ッ トワー クを介 した分散 デー タへのア ク

セ ス、協調分散制御 方式の高度化が要求 され る。

・高セ キ ュ リテ ィ化

ITの プ ラ ッ トフォームが広域分散化 し、社会の至 る所 で機能 を果 たす こ とになる と、

停止 や誤動 作等 を始 め とす る障 害が生活 ・企業活 動に大 きな混乱や危 険を与 える こと

にな る。社 会が安全 で安 定的であ るため に も、プ ラ ッ トフォー ムには これ まで以上に

耐障害性 の向上、セ キュ リテ ィの確 保 といった高セ キュ リテ ィ化が求 め られ る。

電力 ・ガス ・水道等 ライ フライ ンの供給 はITに よって監視 ・制御 されて いる。また、

高速道路 にお けるITS、ETCや 金融ネ ッ トワー クに代表 され るよ うに社 会イ ンフラの多

くもITの 基盤 の上に成 り立 ってい る。一般 の企業 にお いて も、情報 システ ムは基幹 業

務 に直結 してお り、情報 システムが ス トップす る と事 業の運営 を継 続す るこ とが不 可

能 になってい る。 これ らの アプ リケー シ ョンの可 用性 、安全性 を高 めるた めの技術 開

発 と リスク管理 が必要 となる。

また、広 域分散化 したシステ ムや ネ ッ トワー クの 中に、重要 な情報 が流通 し、処理

が実行 され るこ とか ら、暗号技術 を中心 としたセ キュ リテ ィ基盤 の高度化 も求 め られ

る。

(5)コ ン テ ンツ

コンテ ンツは、情報 処理 、通信 の対象 とな るデー タ、情報、知識で あ り、デー タベ

ース管理技術 、マル チ メデ ィア符号化等 の技術 によって具現化 され る もので ある。 コ

ンテ ンツに求 め られ る技術革新の方 向は、 「マルチ メデ ィア統合 」、 「異種分散 統合」、

「概念意味統合 」であ る。
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・マル チメデ ィア統 合

ITが 対象 とす るコンテ ンツは、数値 、テキス ト等の単純なデー タオ ブジェ ク トか ら、

図形 、イメー ジ等 を含 む文書 、 さらには音声 、動画等 を含 む よ うになって いる。

しか し、扱 うオブ ジ ェク トの種類 が多様化 してい るもの の、それ らを能 率 よ くデ ィ

ジタル化 しデー タベ ース を作成す るコンテ ンツ作成技術や 、それ らを一元 的 に管理で

きる仕組みは必ず しも十分 できてお らず 、今後マルチ メデ ィアオブ ジェク トの効率的

作成環境や統合 的管 理技術 の開発 が必要であ る。

・異種分散 統合

ITで 扱 うオ ブジェ ク トは、 タイプが多様化す るだ けでな く、地理的 に分散 し、かつ

異なった形式 を統一 的に処理 す るこ とが求 め られ る。

異な った りレー シ ョナルデ ー タベ ース(RDBMS)処 理 系に対す るネ ッ トワー クを介 し

た統合方式 として はRDAが 提案 されて きたが、今後はXML等 異 なったタイプの コンテ

ンツを統合的 に扱 うこ とがで きる機構 が求め られ る。

・概念意 味統合

さま ざまな形 態、 タイプの コンテ ンツを蓄積 ・管理 ・活用 す る上で 、 コンテ ンツが

有す る意味概念 、文脈 を含 めたア クセ スパス を用意す ることが重要 である。現在 では、

テキス トオブ ジェク トに関 して意味概念検索機能 が提供 され て きたが、今 後は図形 、

画像、動 画等 を含む意 味概 念検索 、 さらには状 況に応 じて必要 な ものにア クセ スでき

る文脈依存検 索等 の機 能がます ます重要 となる。

(6)ユ ーザ イ ンタ フ ェー ス

ユーザイ ンタ フェー スは、人 間 とITと の接 点であ り、そ のための入出力技術 によっ

て具現化 され る。 ここで入 出力技術 とは、 コン ピュー タの入 出力装置 だけで な く、セ

ンサ ーや アクチュエー タ等 も含 んで いる。ユーザイ ンタフ ェース に求 め られ る今後 の

発展方 向は 「マル チモー ダル」、「人体 ・環境 との一体化」、「擬 人化(AI化)」 であ る。

・マル チモー ダル化(五 感化)

コンピュー タはこれ まで数字 、文字列等 を中心に入 出力 が行 われて きたが、高度 な

ユーザイ ンタフェー スの一 つの方向は、人 間の五感 をサポー トす る ことであ る。ITが 、

人間活動の創 造的 ・知 的領域や 、娯 楽 ・エ ンターテイ メン トの領 域 に関与 してい くた

めには、視覚、聴覚 、嗅覚 、触 覚 、味覚 を駆使 したイ ンター ラクシ ョンが求 め られ る。
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・人体 との一体化

マルチモ ーダル化 とも関連 してユー ザイ ンタフェー スは人体 と一体化す る方 向に向

かっている。 現在では、携帯情 報機 器 、携 帯電話等小型で持 ち運 び可能 な端 末が実用

化 され てい るが、それが ウェア ラブル(身 に付 け られ る)に な り、 さらには身体への

接近 が進 む。

・擬 人化(AI化)

コン ピュー タを機械 と してではな く、人間 レベルで コ ミュニケーシ ョン し、や り取

りす ることは、 コン ピュー タの用途 を広 げ、 よ り知的 な レベル で人 間の支援 を行 う上

で重要な要件で ある。具体 的には、 自然言語に よる理解 ・創作 、音 声に よる認識 ・発

話 や、知識 の獲得 、蓄積等 の高度化 が必要で あ り、人工知能(AI)、 知的イ ンタフェー

スの応用が望 まれ る。

3.2情 報 技術の領域 と技術 開発 分野

これまで情報 技術はプ ラ ッ トフォーム技術 を 中心に発達 し、「情報技術 ≒プラ ッ トフ

ォー ム技術」 と捉 え られ て きた。 ところが 、パ ソコン、イ ンターネ ッ ト、携帯情報機

器 の 出現 とその発達 、普 及 によ り、情報技術の及ぶ範囲 が、従 来の科学 ・工学 、文書

作成 ・事務作業等 か ら、 ビジネ ス全般 、 日常生活 にまで広 が り出 した。 これ によ り、

情報技術 の扱 う対 象が従 来の数値や 図形か ら、よ り人 間に身近 な音声や映像 な どに拡

大 している。今や 、それ らが どの よ うなメデ ィア(デ ー タ形式)か とい うこ とよ り、 ど

の よ うな中身 かを問 うこ との方 が意 味 のある視点 となってい る。 それ らの対象 を 「デ

ー タ」でな く 「コンテ ンツ」 と呼 ぶ こ とが多 いの は この事情 を反 映 してい る
。

また、従 来、プ ラッ トフォー ムはそれ が使 いやす い場所 と方法で利用 されてきたが、

ユー ザ層 ・場所 ・用途が広が った結果 と して、新 たな相 手 と状況 によ り適 したユーザ

イ ンタ フェースの実現が重要 となっ た。逆 に、改 良 され たユーザ イ ンタ フェー スは さ

らに情報技術 の適 用範 囲 を広 げる。

このよ うに、 コンテ ンツ、ユー ザイ ンタ フェースの領 域が大幅 に拡 大 した結果 とし

て、情報技術 の重心が従来 のプ ラ ッ トフォーム中心か ら移動 しつつ ある。新 しい情報

技術 を捉 え るパ ラダイムは、 もはや従 来の 「プラ ッ トフォー ム中心」でな く、「3つの

領域(プ ラ ッ トフォーム、 コンテ ン ツ、ユー ザイ ンタフェース)か ら構 成 され る技術 の

総体 」が適切 であ る。「目的 は コンテ ンツ とユーザイ ンタフェー スの実現 にあ り、その

手段 がプ ラ ン トフォーム技 術で ある」と理解す る ことが適切 な場 面が増 えるであろ う。

情報 技術 が社会経済一般や娯 楽 ・芸 術にその対象世界 を広 げるにつれ、情報技術 を担
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う人材 も従来 の情報 技術者 を中核 としなが ら、各分野 の専門家 ・従事者 にまで広 げて

考 えて行 くべ きであ ろ う。

この よ うに、情報技術 は内部的 なバ ランスを変化 させ なが ら、全体 として産業 ・経

済 ・社会全体 にお け る比重が大幅 に増 大す る(そ の中で、 プラ ッ トフォー ム技術 の絶

対 的重要度 も高 まる)。 そ して、情報技術 の成長発展 が今 後の経 済社会 の発 展の重要

な部 分 を担 うと予想 され る。

以下 、各構成領域 において、今後5年 ～10年 スパ ンで重 要な もの として研究 され う

る主な技術 及び課題 を示す。

(1)プ ラ ッ トフ ォ ー ム

プ ラ ッ トフォー ムの領域 では、高速化、広域分散化、高セ キ ュ リテ ィ化 の方向への

発展 が求め られ、それ らを実現 す る技術 も現在急速 に発 達 中であ る。 よ り高速 な計算

機 の構築 を 目指す計算 システ ムの研 究、現状のイ ンターネ ッ トの百倍 ～千倍以上 のバ

ン ド幅 を持 つ広域高速ネ ッ トワー クイ ンフラの構 築が進 んで い る。 また、計算 ・デー

タベー ス と広域 ネ ッ トワー クが融合 した グローバル コンピュー テ ィングや電子図書館

といった新 しい研 究開発分野 が生 まれ てい る。 これ らは、現在 の電力網 や公共サー ビ

ス のイ ンフ ラに匹敵す る、計算 イ ンフラ、情報 インフラの実現 を 目指す ものであ る。

プ ラ ッ トフォーム技術は、 コンテ ンツや ユーザインタ フェー スの前提 となる技術 で

あ り、ま さ しく情報技術の プラ ッ トフォーム として絶対 的な重要性 が減 ず るこ とはな

い 。

アーキテ クチ ャ&新 計算 モデル の階層 、基本 ソフ トウェア とミ ドル ウェアの階層、

応 用 システ ム&応 用分野の階層 に関す る重要 な技術分野 は下図の とお りである。
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Petabit

Network

Ubiquitous/Pervasive

Computing

超 高 速Mobile

ル ー タComputing

グ ロー バ ル

コンピューティング

Synergistic

Simulation

ソフトウェア

無線

品 テム

Deep

Computin

ミッ ドレンジ

超 並 列 型 マシ'

シング ルチップPetaFlops

マルチプ ロセッサ マシン

プラットフォームの領域

アーキテクチャ&新 計算モデルの階層

UltraScale

Computing

図2.3プ ラッ トフォー ムの領 域

(a)ア ーキテ クチ ャ&新 計 算モデルの階層
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巨大 ネットワーク向け

ルーティング ・アルゴリズム

プロトコル

セキュリティ管理ツール

プロトコル

電子図書館構成

ライブラリ

(マルチメディアDB管 理,

分 散 資源 統 合,知 的財 産 権 管

理,配 信制御_)

メタコンピューティング用

ライブラリ

(分散 した計算 機プラットフォーム ・デ
ータセットの仮想 的統合 、可視化.

超並列 ・分散システム用

科学技術計算アルゴリズム
とライブラリ

並列プログラミン

用支援ツール

プラットフォーム の 領 域

基本ソフトウェア&ミ ドルウェアの階層

図2.4プ ラッ トフォームの領域

(b)基 本 ソフ トウ ェア と ミ ドル ウェアの階層
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電子商取引

電子モール

SecureHouse

SecureCity

↓防 犯 、防 くく

遠隔専門教育

訓練システム

高 度ITS

(陸 、空 、海)

knowbot

(自律的知識探 索ロボット)

グローバル調達

グローバルオークション

(資材 、電力、計算時間など含む)

アプリケーション

ソフトウェア ・サーバ

情報家電

(情報端末,生活用品,車)

地球環境モデリン

気象 シミュレーション

実 時間マルチメディア

スーパーパソコン

プラットフォームの領域

応用システム&応 用分野の階層

図2.5プ ラ ッ トフォームの領域

(c)応 用 システム&応 用分野の 階層

(2)コ ンテ ンツ

今後、情報技術が あ らゆ る経済活動 を把 握 し、管理 ・分析 ・効率化 等に関 わる こと

を 目指す とすれ ば、経済活 動 の対象 とな る実世界の あ らゆ るもの の仕様 、性 質な どの

電子的表現 が必要 となる。 ま た、著 作物な どの知的財産 、ひ いては文化 資産全般の電

子化 にまで、ニーズは広が り、実現 技術が開発 され るであ ろ う。

イ ンフ ラ整備 と しては、商 品 ・製 品 の電子的表現(仕 様 、性 質、機 能 な ど商取引上

の必要 ・参 考情報 な ど)な どの標 準化 、国土 の詳細 な地理情報 、各国語に対応 した電

子辞書 、概念 の辞 書、 さ らには知識 を集大成 したエ ンサイ ク ロペ デ ィア、な どの基礎

的 コンテ ンツ(イ ンフラ コンテ ンツ)が 重要 となろ う。これ らイ ンフラが整備 され(望

一一40一



第 正編要旨

ま しくは社 会の共有物 として無償で公開 されれ ば)、その上に様々な用途 向けイ ンフラ

(ミ ドル ウェア ・コンテ ンツ)、 応用(ア プ リケーシ ョン ・コンテ ンツ)が 発 展す る と

予想 され る。 コンテ ンツには人類 共有財 産 もあ り、 また文化的財産 もあ り、後者 につ

いて はそれ ぞれ の文化 圏において整備 が必要 である。それ は文化圏 間の コンテ ンツ電

子化 の競争 で あ り、また、各文化圏が固有性 を確保す るための重要 な政治社会 的な手

段 ともな ろ う。

この よ うな コンテ ンツをベー ス として、現在 、新 聞や雑誌 、 ラジオやテ レ ビが供給

してい る文字情報 、音楽情 報、映像情報 な どがデ ィジタル化 され 、仮 想現実 な どと結

びついて新 しい コンテ ンツ ・ビジネ スの世界 を作 り出す こ とが考 え られ る。

コンテ ンツのカバー範 囲が拡大 して行 くためには、知識表 現、情緒表現 の基礎研究

が必要で ある。 また、実世界の事物 の電子化 のためには、紙媒 体の書物 ・資料のデ ジ

タイズ技術(画 像 レベル 、文字情報 レベル)、 三次元物体 のデ ジタイズ技術 な ど様 々な

観 測技術 の研 究開発や、衛星画像 か らの地理情報 の作成 な どの認識 技術 な どの研 究開

発 も重要 とな る。 コンテ ンツは表現技術 で終 るのでな く、表 現 された コンテ ンツを活

用す る際 に、 コンテ ンツに関す る財産権 、プ ライバ シーな どの問題 が生 じる。 それ ら

に関す る法 的な取 り決 め、権利 関係 を処理 す る機 関ない しイ ンフラの整備 等 をす るこ

とが 、 コンテ ンツ作成 ・利用 に関す る経 済社 会活動 を可能 にす るこ とに も注意が必要

で ある。

コンテ ンツの領域 の有力 な研 究分野及 びイ ンフラ整備課題 と考 え られ るものを下図

に示す。
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概念表現言語
知識表現言言

感情表現
情緒表現

電子図書館
インフラストラクチャ

コンテンツの領域

図2.6コ ン テ ンツ の領 域

一42一



第 五編要旨

(3)ユ ー ザ イ ン タ フ ェー ス

ユーザ イ ンタフェー スの 目指す方 向は、人 間に密 着 し、人 間の意 図を理解 し、個人

の活動 を支援 す るこ と、 さらには個人 の活動 を増 幅す るこ とである。 また、そ の延 長

として、 グル ープ ワー クにお けるコ ミュニケーシ ョンや協働の支援 を行 うこ とや 、環

境 との相互作用 を仲介す る ことも、ユーザイ ンタフェー スの 目的に含 まれ るで あろ う。

また、理性 的な活動 のア シス トだ けでな く、快適 さを与 えた り技能 を訓練す る等、

物理的存在 と しての人 間の状態 を安定化 させ た り向上 させ た りす るためのユーザ イ ン

タフェー ス も社会 経 済的な重要性 を持つだ ろ う。活動支援 のため には意 図を正確 に理

解 す るこ とが必 要だ が、環境 としてのユーザイ ンタ フェースではそ のよ うな正確性 は

求め られず 、また環境側 か らの働 きか けが主 になるため、ア シス トのためのユーザ イ

ンタフェー ス よ りも、む しろ実用化は早い と考 え られ る。

ThingsThat

Think/See/Hear

知識獲得
発

オー サ リング

ツール

ユーザインタフェースの領域

コミュニケーション支援

協働支援

図2.7ユ ー ザ イ ン タ フ ェー ス の 領 域
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3.3わ が国における情報技術開発の重点分野選択指針

本調査研究では、情報革命以降の情報技術革新を的確に捉えるための情報技術の新

たな構成と基軸を示し、その中での技術開発領域を検討してきた。最後に、そこから

考えうるわが国における情報技術開発の重点分野選択方針を示す。

研究開発の重点化の必要性

安定成長、成熟時代においては、研究開発投資の効率性 ・有効性が問われる。アメ

リカを先頭とする世界的な情報技術開発競争の中で、フルラインで取 り組み、全領域

で良好な研究開発成果を達成することは現実的に難 しい。何らかの考え方、戦略に基

づき重点分野を明確化し投資を集中することにより、わが国の情報技術開発の成果を

高め、情報産業の競争ポジションを向上させることができる。

技術 開発領 域 に関す る基 本的認識

本調査 では、情報革命 に伴 う情報技 術の適用領域 の拡大等 に よって、従来 の情報技

術 の中核部 分だったデバイス、 コン ピュー タ、周 辺装置、ネ ッ トワー ク等 を総合的 に

「プラ ッ トフォーム」 と して捉 え、今 後技術革新 の高度 な発展 が期待 され る 「コンテ

ンツ」「ユーザイ ンタフェース」をそれ と同列 に位置づ ける構成 を提示 し、その各領域

にお いて想 定 され る技術 開発分 野を検討 した。 これ らの技術 分野 に対 して、わが国の

重 点分野 を考 える上で、 まず第一 に次の よ うな基準が基本 と して考 え られ る。

・今後の成長性 が高 く、波及範 囲 が広 い領 域 ・分野

・ベー ス となる技術 、周辺技術 の研究 ・技術の蓄積が高 く、比較優位 が得 られ る領

域 ・分野

その結果、領域 レベル に関 しては、次 の点が指摘 できる。

・ 「プラ ッ トフォーム」 は、超並列 処理 や広域分散処理 の統合化技術 等 を始め、ア

メ リカの長期 にわた る研 究が先行 してい る領域 であ る。一朝 一夕では対抗 しに く

い とい う認識 の下、着実 にキャ ッチア ップ してい くとい うアプ ロー チが望ま しい。

・ これ に対 して、「コンテ ンツ」、「ユーザイ ンタフェー ス」は、今後開拓すべ きテー

マが多 く、世界的に も研究 開発 の蓄積 の差は少ない。 わが国 として は、両領域 に

関 して、今 後積極的 に重点 を置 いてい くべ きで ある。

以上のような基本認識に基づき、各技術領域ごとに重点分野選定の指針を示す。
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第 江編要旨

・ プ ラ ッ トフォー ム

プ ラ ッ トフォーム に関す る基礎研 究においては、前 述の よ うに、ア メ リカの長期 に

わた る研 究 が先行 してお り、アメ リカの状 況をフォ ロー しなが ら、キ ャ ッチア ップ し

ていか なけれ ばな らない分野 が多い。研 究成 果が開示 され ていた り、Linuxの よ うな

オープ ン ソース化 されてい るものについては、それ らを導入 し、改善型研 究 を行 って

い く とい うアプ ローチが可能で あ り、わが国が得意 と してい る方法 で もある。

一方
、短期 的な技術開発 では、情報家電 、携帯電話 、ゲー ム機器 、工作機械 といっ

たわが 国が強み を持 った コンポーネ ン トを活 か していけ る可能性 があ る。 この点に関

して は、産 業界に負 うところが 多いが、国 として も規制緩 和や競争促進 、標 準化支援

等の施策 を積極 的に行 うこ とによって、 日本発 の次世代型 プ ラ ッ トフォームを開発す

るこ とを支援 でき る。

・ コンテ ンツ

わが国 は、ゲーム機 器、ゲーム ソフ トの分野では世界 的に高い競争力 を有 してい る。

今後良質 な コンテ ンツを作 る上 では、ハ イパ フォーマ ンス コン ピュー タを援用 した コ

ンピュー タグラフ ィ ックスの応用 が重要 とな り、ゲー ム機 器等 のエ ンター テイ メン ト

系 コンテ ンツ開発用 ミ ドル ソフ トでわが国が リー ダー シ ップ を握 る ことは可能 である。

また、 わが国は、ア ジア文化圏 、漢字文化圏 の中で最 も高い技術力 と経済力 を有 し

てい る。そ こで、漢 字及び多文化 ・多言語 を扱 うた めの コンテ ンツ作成 ・管理 ・活用

のた めの技術 開発 を行い、 これ らの文化圏 に貢献 してい くことが望 まれ る。マルチバ

イ ト系文字 コー ド、フォン トに関 わる処理技術、アー キテ クチ ャ開発 等が求め られ る。

知識の管理 は、言 語処理、テ キス ト処理 、概念検索 といった要素技術 に加 え、人 間

及び集 団が どのよ うに知識 を創造 し、管理、活用 してい るか とい う知識管理 プロセ ス

モデルが重要 となる。 わが国 にお ける知識創造 プロセ スや 、組織的品質管理 に関す る

研 究実績 を活か した技術 開発が求 め られ てお り、知識管理 のた めの要素技術及び ミ ド

ル ウェアの開発 も重 点分野の一つ となろ う。

コンテ ンツに関 しては、要素技術や方式の研究開発 だけで はな く、現存す る様 々の

デー タを電子的表現化(デ ィジタル化)す るコンテ ンツ作成技術や作成環境 の研 究開

発 、商用化、普及促進 のた めのイ ンフラ となる コンテ ンツ作成やそ のデー タベー ス整

備 も重要な政策課題 とい える。言語処理 、知識処理 のための辞書 ・シ ソー ラスや 、地

図情報 等の整備 を支援す るこ とも国の役割 といえる。

・ ユ ーザイ ンタフェース

ユーザイ ンタフェースでは 、コン ピュー タシステ ム内で行 われ る複雑 な処理 結果 を

いかにわか り易 く人 間に伝達す るか とい うコン ピュー タか ら人 間に向か うイ ンタフェ

ースの高度 化が先行 してい る
。仮想現実(VR)な どがそれ に当る技術 であ り、 この分
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野の研究ニー ズは今後 ます ます高 まる と思 われ る。

も う一つ は、人 間か らコンビュー タへ 向か うイ ンタフェー スであ る。 ここで は、知

識処理技術 が中核技術 の一つで あ り、わが国の人工知能研 究の実績 を活かせ る分 野で

あ る。今後は感性 情報 処理 、マ ルチモー ダル等非言語 系の情報 処理 の重要性 が高 ま り、

これ らは非英語 圏であ るこ との弱み が影 響 しない分野 で もあ る。

また、パ ッケー ジング技術や 、材 料技術等の優位性 を活 か した ウェア ラブル コン ピ

ュ一 夕の開発が重点 となる と考 え られ る。
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